
資料１－１

景観づくりのしくみ（安曇野市景観条例の手続き）

良良好好なな景景観観づづくくりりをを進進めめるるたためめにに、、以以下下（（１１））～～（（３３））にに示示すす行行為為をを行行うう場場合合ににはは、、『『安安曇曇野野市市景景観観条条例例』』にに基基づづくく

手手続続ききをを求求めめ、、『『安安曇曇野野市市景景観観計計画画』』にに定定めめるる基基本本基基準準にに適適合合すするるよようう規規制制･･誘誘導導ししてていいききまますす。。

※安曇野市が「景観行政団体」になることで、現行の長野県景観条例および長野県景観育成計画の対象からは外れます。

良良好好なな景景観観づづくくりりにに向向けけててのの取取りり組組みみ（（景景観観計計画画((素素案案))のの概概要要））

（（２２））工工作作物物

①①ププラランントト類類、、車車庫庫、、貯貯蔵蔵･･処処理理施施設設類類

：：高高ささ 1133mm 超超ままたたはは築築造造面面積積 2200 ㎡㎡超超のの場場合合

②②電電気気供供給給施施設設類類（（電電力力柱柱、、電電信信柱柱、、等等））

：：高高ささ 88mm 超超のの場場合合

③③そそのの他他のの工工作作物物

：：高高ささ 55mm 超超のの場場合合

上上記記①①～～③③共共通通

○○外外観観のの変変更更（（修修繕繕、、模模様様替替ええ、、色色彩彩のの変変更更、、

等等））はは変変更更面面積積 2255 ㎡㎡超超のの場場合合

○○特特定定外外観観変変更更
※※
はは表表示示面面積積 33 ㎡㎡超超

※※特特定定外外観観変変更更

：：外外観観ににおおけけるる公公衆衆のの関関心心をを引引くくたためめのの形形態態

ままたたはは色色彩彩そそのの他他のの意意匠匠をを変変更更すするる行行為為

（（１１））建建築築物物

○○新新築築ははすすべべてて

○○増増改改築築、、移移転転はは床床面面積積 1100 ㎡㎡超超のの場場合合

○○外外観観のの変変更更（（修修繕繕、、模模様様替替ええ、、色色彩彩のの変変更更、、等等））

はは変変更更面面積積 2255 ㎡㎡超超のの場場合合

○○特特定定外外観観変変更更
※※
はは表表示示面面積積 33 ㎡㎡超超

（（３３））そそのの他他

①①土土地地形形質質のの変変更更（（土土地地のの開開墾墾、、土土砂砂のの採採取取、、鉱鉱

物物のの掘掘採採、、等等））

：：面面積積 330000 ㎡㎡超超ままたたはは生生じじるる法法面面･･擁擁壁壁がが高高ささ

11..55mm 超超のの場場合合

②②屋屋外外ににおおけけるる物物件件（（土土石石、、廃廃棄棄物物、、再再生生資資源源、、

等等））のの堆堆積積

：：面面積積 110000 ㎡㎡超超ままたたはは堆堆積積のの高高ささ 33mm 超超のの場場合合

※この資料は素案段階の内容であり、今後、内容が変わることもあります。

注）景観法に基づく景観

条例による「変更命令」

は、形態意匠に関する

基準に適合しなかった

場合に限られます。

２．行為届出後の手続きの流れ

１．手続きの届出対象となる行為

懲役１年以下または

罰金 50 万円以下

適 合

不適合

指導拒否

変更指導

上記行為の届出

罰金 30 万円以下

不届出・虚偽の届出

景観づくりの基本基準

(安曇野市景観計画)

→裏面参照

変 更

完了の届出 勧告･公表･変更命令注）

変更命令違反

行 為 の 着 手
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資料１－２

景観づくりの基本基準（安曇野市景観計画(素案)）

『『安安曇曇野野市市景景観観計計画画』』でではは、、各各エエリリアア（（→図面１参照））のの特特性性ををふふままええてて、、良良好好なな景景観観づづくくりりののたためめにに最最低低限限守守っっ

てていいたただだききたたいい「「基基本本基基準準」」をを定定めめまますす。。ととくくにに本本市市のの景景観観ににおおいいてて重重要要なな要要素素ででああるる「「高高ささ」」、、「「色色彩彩」」等等ににつついいてて

はは、、数数値値基基準準をを定定めめてて、、よよりり実実効効性性ののああるるししくくみみににししてていいききまますす。。

項 目 基準設定の趣旨 数値基準

高 さ
(規制基準)

○北アルプスを眺望する視線をできる限り阻害しない高さ

とすること。

○まち並み、屋敷林等、周囲の景観との調和に配慮した高

さとすること。

○エリアまたは地域の特性をふまえて、建築物および工作

物の高さの上限を定めます。

○これまでの検討では、原則として、まちなかエリア20m

（豊科、穂高）、15m（明科、三郷、堀金）、その他の

エリアで10mの高さを考えています。

○一方で、現在この高さを超える建物や、機能上、上記の

原則を超える高さを必要とする建築物や工作物も考えら

れます。したがって、こうした開発を対象として、一定

の審査手続により認めるしくみも検討していきます。

全エリア共通の原則として、とくに景観への影響が大きい

外壁色および屋根色の基調色については、使用可能な色彩

の範囲を、マンセル値（＝「色相」＋「彩度」＋「明度」

→左図参照）を用いて、以下のとおり定めます。

色 彩
(規制基準)

○周囲の景観との調和に配慮し、建築物等の外観に、けば

けばしい色彩を用いないこと。

※基調色とは、見付面積（正面から見たときに見える部分の

面積）の1/4以上の割合を占める色彩。ただし、多色を用

いる場合は、それぞれの色彩が1/4未満の割合であっても、

全体として基調色とみなす場合もあります。

※強調色（全体面積の1/10）、地域の伝統的な色彩、非着

色の素材色（木材、れんが、土壁、漆喰、金属板、スレー

ト、ガラス、等）は、適用除外とします。

建物等

の配置
(規制基準)

○周囲の景観との調和を図るため、道路に面する部分や隣

地との境界部分には、植栽等できる空間を確保すること。

まちなか以外のエリアにおいては、道路または隣地から建

物壁面までの後退距離の原則を以下のとおり定めます。

道道 路路

良好な景観の構成要素の一つである緑の保全･創出を図る

ために、推奨する緑化率（建築物の敷地面積に対する緑地

面積に割合）を以下のとおり定めます。

敷地の緑化
(推奨基準)

○敷地内（とくに道路側または遠方から建物が見える側）

に一定の高さのある植栽を施すことにより、周囲の景観

との調和を図ること。

※以下①、②に示すような基準（参考例）を定め、上記に示

す緑化率を満たす植栽を促します。

①緑地面積10㎡につき、高木１本以上及び低木２本以上

を植栽するものであること。
高木：成木時の高さが5m以上の樹木
低木：成木時の高さが1.5m以上の樹木（生垣も含む）

＜左図の場合＞

緑地面積60㎡ ⇒ 高木：６本、低木：12本

②土地に定着しないプランターや上記の高木･低木以外の

樹木、芝生等の地被植物、苔類、池および庭石は除く。

注）上記の項目以外にも、規模、照明、形態･意匠･材料、土地形質の変更、土砂類の採取、屋外における物件の集積又は貯蔵、広告物

の表示等に関する基準があります。また、屋外広告物に関する基準は、安曇野市屋外広告物条例により別に作成します。

色相 彩度 明度

R、YR ６以下

Y、GY、RP ４以下外壁色

その他 ３以下

制限

なし

R、YR 8 以下

5Y、10RP 6 以下屋根色

その他 4 以下

8 以下

エリア 住宅系用途 その他用途

まちなか 5～7％ 3～5％

田園集落

山麓･山間部
15～20％ 10～15％

エリア 道路後退 隣地後退

田園集落
道路境界から

1.5m 以上

山麓･山間部
（山麓保養区域に

限る）

道路境界から

5m(主要 幹線

道路の場合は

10m)以上

隣地境界から

3m(別荘･住宅

以外の場合は

5m)以上

××
ススカカイイラライインンをを

遮遮るる高高いい建建物物

×× けけばばけけばば

ししいい色色のの

建建物物

９
←

明
度

→
１

０← 彩度 →14

××

※上図の色彩は、印刷の都合上、実際の色彩とは色味が異なります。

例）色相「５Ｒ」で使用可能な彩度･明度の範囲

建建築築面面積積
：：110000 ㎡㎡

物物置置

：：88㎡㎡ 駐駐車車場場
：：4400㎡㎡

例）敷地面積 300 ㎡（緑化率：20％）の緑化イメージ

⑥⑥

壁壁・・屋屋

根根等等のの

道路からの

後退距離

隣地からの

後退距離

＜平面図＞

＜立面図＞

：敷地境界

：外壁色 ：屋根色 マンセル表色系

5Ｙ

(黄)

←
明
度
→

←彩度→
相

5Ｒ

(赤)

5Ｐ

(紫)

5Ｇ

(緑)

5Ｂ

(青)色

隣隣 地地

例）建物の配置

のイメージ

緑緑地地面面積積

：：6600㎡㎡



資料２－1

１１．．土土地地利利用用管管理理制制度度のの目目標標・・目目的的

全全市市統統一一ししたた土土地地利利用用管管理理制制度度ののルルーールルととししくくみみ

『『既既存存市市街街・・集集落落周周辺辺へへのの集集約約重重視視ののままちち』』

をを土土地地利利用用のの基基本本方方針針にに

建建築築物物等等のの用用途途

のの変変更更

建建築築物物、、工工作作物物等等

のの建建築築

工工場場をを
建建ててるる

住住宅宅をを

建建ててるる

『『安安曇曇野野市市のの適適正正なな土土地地利利用用にに関関すするる条条例例』』をを定定めめ、、今今後後のの開開発発事事業業をを

適適正正にに管管理理（（規規制制・・誘誘導導））すするるここととにによよっってて、、土土地地利利用用のの目目標標像像のの実実現現をを図図りりまますす！！

をを目目指指すすべべききままちちのの姿姿ととししてて

住住宅宅をを店店舗舗にに

変変ええるる

土土地地のの区区画画形形質質

のの変変更更

駐駐車車場場やや資資材材

置置場場にに変変ええるる

農農地地
店店舗舗をを
建建ててるる

２２．．『『安安曇曇野野市市のの適適正正なな土土地地利利用用にに関関すするる条条例例』』のの構構成成

第２章

土地利用基本計画

第３章

特定開発計画の認定

第４章

開発事業の承認等

第５章

雑 則

第１章

総 則

○条例の目的、土地利用の基本理念、市、市民、土地所有者、開発事業者等の

責務などを規定しています。

第６章

罰 則

○『特定開発計画』として提案された開発事業が、目標像、基本方針の趣旨に適合

するものか審査し、認定するために必要な手続を規定しています。→→２、３p

○『土地利用基本計画』に定めるべき事項やその計画策定において必要な手続な

どを規定しています。→→２、３p

○計画段階における事業計画の承認および工事の完了段階における検査を行う

ために必要な手続を規定しています。→→２p

○条例の目的達成に寄与した個人、団体等の表彰に関する事項などを規定して

います。

○条例に定める手続に違反した者（個人・法人）に対する罰則等、条例の実効

性を確保するために必要なペナルティを規定しています。

『『山山岳岳とと田田園園がが育育むむよよささをを大大切切ににしし、、暮暮ららししややすすささををみみんんななでで共共有有ででききるるままちち』』

ををままちちづづくくりりのの目目標標像像にに掲掲げげ

農農地地のの保保全全・・農農業業のの育育成成

良良好好なな住住環環境境のの形形成成・・育育成成 商商工工業業・・観観光光のの振振興興とと育育成成

資料２第５回地区別懇談会資料



資料２－2

特定開発計画の認定手続（第３章）

開発事業の承認等の手続（第４章）

３３．．『『安安曇曇野野市市のの適適正正なな土土地地利利用用にに関関すするる条条例例』』にに定定めめるる手手続続

今今後後のの開開発発事事業業はは、、上上記記のの手手続続をを経経るるここととにによよっってて、、

計計画画等等にに適適合合すするる事事業業ででああるるかかどどううかかををチチェェッッククししてていいききまますす！！

特定開発計画認定指針

→→3p 右

この指針は、『特定開発計画』の認定に際

しての指針として定めるものです。

『特定開発計画』とは、土地利用の基本
方針に反しない範囲で、土地利用基本計画

に定めのない開発事業について、以下の手

続きを経たうえで、市長が、審議会の意見
をふまえて、認定するものです。

事業者

＜開発事業の承認手続＞

事前協議

計画申請

説明会の開催

意見・要望

意見書

見解書

公聴会の開催

意見書

事業者

×開発不可

土地利用の基本方針に

反する場合

土地利用の基本方針に

反しない場合

事業者
認定申請

審査

×開発不可

土地利用基本計画に

定めのない開発事業

事業者

事業者

事業者

標識の設置

説明会の開催

意見・要望

承認申請

審査

着手及び完了届け

検査

改善命令

改善措置
事業者

事業者 事業申請

違反があった場合

土地利用基本計画に

定めのある開発事業

認定 非認定

開発事業の計画 ※※ここのの条条例例のの対対象象ととななるる開開発発地地((土土地地))はは、、農農振振法法

やや農農地地法法とといいうう農農地地にに関関すするる法法令令、、そそのの他他関関

連連法法令令ととのの整整合合ががととれれるるここととをを前前提提ととししてていい

まますす。。土地利用基本計画（第２章）

→→3p 左

この計画は、土地利用の基本方針に基づき、

以下Ａ～Ｅに示す６つの土地利用基本区域を

設定し、区域ごとに認められる開発事業の基
準を定めるものです。

Ａ：拠点市街区域

Ａ：準拠点市街区域

Ｂ：田園居住区域

Ｃ：田園環境区域

Ｄ：山麓保養区域

Ｅ：森林環境区域

→別紙

図面２参照

＜開発事業の検査手続＞

市

市

市

市

市

市 民

市 民

市

市

審議会

承認

×開発不可

非承認

’

土地利用基本計画に

定めのあるものとみなす

開発事業着手



資料２－3

『特定開発計画』の認定に定める開発事業の指針（第３章）

指針１．住宅系用途の開発

質の高い田園環境の保全･形成に資するもので、次の要件①～④をすべて満たしているもの

①①事事業業計計画画地地のの大大半半がが、、基基本本集集落落等等にに接接続続すするるもものの

ででああるるこことと。。

②②事事業業計計画画地地のの総総面面積積ががおおおおむむねね 55,,000000 ㎡㎡未未満満でで

ああるるこことと。。

③③眺眺望望景景観観のの保保全全にに配配慮慮さされれるる計計画画ででああるるこことと。。

④④敷敷地地面面積積ににゆゆととりりををももたたせせ、、緑緑化化等等のの空空間間がが十十分分

にに確確保保さされれるる計計画画ででああるるこことと。。
例）土地利用基本計画の基準では開発が認められない

農地(→右図 ×1～×5 )も、上記①～④の要

件を満たしている場合は、特定開発計画の認定を

受けて、開発が認められる場合があります。
ただし、農振白地でかつ農地転用の許可が得られ

る見込みのある農地であることを前提とします。

指針２．商業系用途の開発

日常生活の利便に供する商業施設で、次の要件①～④をすべて満たしているもの

①①既既存存のの商商業業施施設設のの立立地地等等へへのの配配慮慮ががななさされれるる計計画画ででああるるこことと。。

②②交交通通へへのの影影響響をを考考慮慮しし、、非非効効率率なな道道路路整整備備等等をを生生じじささせせるるおおそそれれののなないい計計画画ででああるるこことと。。

③③景景観観のの保保全全等等、、各各区区域域ののももつつ魅魅力力のの保保持持にに資資すするる計計画画ででああるるこことと。。

④④緑緑化化等等にによよりり、、周周辺辺環環境境とと十十分分調調和和のの図図らられれるる計計画画ででああるるこことと。。

指針３．工業系用途の開発

産業の発展･振興に資する工場や事務所等で、次の要件①～④をすべて満たしているもの

①①周周辺辺環環境境にに悪悪影影響響をを及及ぼぼささなないいよようう十十分分なな配配慮慮･･対対応応ががななさされれるる計計画画ででああるるこことと。。

②②既既存存のの都都市市基基盤盤（（高高速速道道路路のの II..CC、、広広幅幅員員のの道道路路、、等等））をを有有効効かかつつ効効果果的的にに活活用用ででききるる計計画画ででああ

るるこことと。。

③③景景観観のの保保全全等等、、各各区区域域ののももつつ魅魅力力のの保保持持にに資資すするる計計画画ででああるるこことと。。

④④緑緑化化等等にによよりり、、周周辺辺環環境境とと十十分分調調和和のの図図らられれるる計計画画ででああるるこことと。。

指針４．公共公益施設

市が策定する各種計画書等に基づいて設置する施設で、次の要件①、②をすべて満たしてい

るもの

①①景景観観のの保保全全等等、、各各区区域域ののももつつ魅魅力力のの保保持持にに資資すするる計計画画ででああるるこことと。。

②②緑緑化化等等にによよりり、、周周辺辺環環境境とと十十分分調調和和のの図図らられれるる計計画画ででああるるこことと。。

指針５．地域･地区単位の計画に基づく開発

地域･地区単位で十分な合意形成を図り、かつ周辺環境と調和の図られた計画で、次の要件

①～③いずれかを満たすもの

①①都都市市計計画画法法にに基基づづいいたた地地区区計計画画をを定定めめたたもものの

②②各各種種地地域域整整備備法法（（農農村村地地域域工工業業等等導導入入促促進進法法等等））にに基基づづいいてて計計画画をを定定めめたたもものの

③③『『地地区区土土地地利利用用計計画画』』※※にに基基づづくく開開発発等等のの計計画画
※地区土地利用計画：策定手続きを定めた条例を別に作成する予定です。

注注））ここれれららのの指指針針にに関関すするる具具体体のの基基準準はは、、『『特特定定開開発発計計画画認認定定指指針針運運用用基基準準』』ととししてて、、別別にに作作成成ししまますす。。

『『土土地地利利用用基基本本計計画画』』にに定定めめるる開開発発事事業業（（第第２２章章））

区域 住宅系の開発事業 住宅系以外の開発事業

○○住住宅宅

・・用用途途地地域域※※11のの種種類類別別にに建建築築基基準準法法にに定定めめらられれたたもも

のの

○○店店舗舗、、事事業業所所、、公公共共公公益益施施設設、、工工場場、、等等

・・用用途途地地域域※※11のの種種類類別別にに建建築築基基準準法法にに定定めめらられれたたもも

のの

○○駐駐車車場場用用地地、、資資材材置置場場用用地地、、洗洗車車場場用用地地

Ａ

・

Ａ ※※１１：：用用途途地地域域はは全全部部でで 1122種種類類あありり、、大大ききくく住住宅宅系系、、商商業業系系、、工工業業系系のの３３つつにに分分けけらられれまますす。。ななおお、、用用途途地地

域域がが未未設設定定のの区区域域でで、、新新たたにに用用途途地地域域をを指指定定ででききなないい場場合合はは、、用用途途地地域域にに準準じじたた地地域域割割りりをを行行いいまますす。。

Ｂ

○○戸戸建建住住宅宅

・・敷敷地地面面積積 225500 ㎡㎡//戸戸以以上上

○○共共同同住住宅宅、、寄寄宿宿舎舎･･寮寮･･下下宿宿

○○店店舗舗、、事事務務所所等等

・・敷敷地地面面積積 11,,000000 ㎡㎡（（33,,000000 ㎡㎡））以以下下

・・床床面面積積 330000 ㎡㎡（（11,,000000 ㎡㎡））以以下下

（（ ））内内のの数数値値はは物物品品販販売売業業のの場場合合

○○公公共共公公益益施施設設（（幼幼稚稚園園、、保保育育所所、、児児童童館館、、小小

学学校校、、中中学学校校、、地地区区集集会会所所、、診診療療所所、、福福祉祉施施

設設、、等等））

Ｃ

○○戸戸建建住住宅宅

・・敷敷地地面面積積 330000 ㎡㎡//戸戸以以上上

・・総総面面積積 11,,000000 ㎡㎡以以下下

・・1100 戸戸以以上上のの宅宅地地がが連連ななるる集集落落（（以以下下、、

基基本本集集落落））、、ＡＡ区区域域、、ＡＡ’’区区域域ままたたははＢＢ区区

域域おおよよびび道道路路にに、、事事業業地地のの３３辺辺以以上上がが接接

続続ししてていいるるこことと。。

○○寄寄宿宿舎舎･･寮寮･･下下宿宿

・・区区域域内内ににああるる工工場場、、事事業業所所のの業業務務にに従従事事すするる者者のの

たためめののもものの

・・基基本本集集落落、、ＡＡ区区域域、、ＡＡ’’区区域域ままたたははＢＢ区区域域おおよよびび道道

路路にに、、事事業業地地のの３３辺辺以以上上がが接接続続ししてていいるるこことと。。

○○店店舗舗、、事事務務所所等等

・・敷敷地地面面積積 550000 ㎡㎡（（11,,550000 ㎡㎡））以以下下

・・床床面面積積 115500 ㎡㎡（（225500 ㎡㎡））以以下下

（（ ））内内のの数数値値はは物物品品販販売売業業のの場場合合

・・集集落落等等にに隣隣接接ししてていいるるこことと。。

・・同同業業種種のの店店舗舗がが半半径径 550000mm 以以内内にになないいこことと。。

・・ＡＡ区区域域おおよよびびＡＡ’’区区域域かからら 225500mm 以以上上はは離離れれてていい

るるこことと。。

○○公公共共公公益益施施設設（（幼幼稚稚園園、、保保育育所所、、児児童童館館、、小小

学学校校、、中中学学校校、、地地区区集集会会所所、、診診療療所所、、等等））
・・集集落落等等かからら著著ししくく離離れれてていいなないいこことと。。

○○工工場場

・・産産業業集集積積地地内内ままたたははそそれれにに隣隣接接ししてていいるるこことと。。

○○戸戸建建住住宅宅※※22

○○寄寄宿宿舎舎･･寮寮･･下下宿宿※※22

・・区区域域内内ににああるる工工場場、、事事業業所所のの業業務務にに従従事事すするる者者のの

たためめののもものの

○○公公共共公公益益施施設設※※22（（地地区区集集会会所所、、診診療療所所、、等等））

○○観観光光保保養養施施設設※※22（（観観光光土土産産品品小小売売業業、、地地場場産産

物物小小売売業業、、一一般般飲飲食食店店、、博博物物館館、、宿宿泊泊施施設設、、

等等））Ｄ

※※22：：いいずずれれのの開開発発事事業業もも現現行行のの穂穂高高地地域域自自然然保保護護等等指指導導基基準準おおよよびび長長野野県県環環境境保保全全条条例例にに定定めめるる形形態態等等にに関関

すするる基基準準をを満満たたししてていいるるここととをを条条件件ととししまますす。。

Ｅ
○○戸戸建建住住宅宅

・・敷敷地地面面積積 330000 ㎡㎡//戸戸以以上上

○○公公共共公公益益施施設設（（地地区区集集会会所所、、診診療療所所、、等等））

注注１１））上上記記のの基基準準ののほほかかにに、、別別途途定定めめるる建建物物のの建建ぺぺいい率率（（6600％％））やや容容積積率率（（110000％％））のの基基準準やや「「安安曇曇野野市市景景

観観計計画画」」にに定定めめるる基基準準もも満満たたすすここととをを条条件件ととししまますす。。

注注２２））上上記記のの基基準準にに関関すするる詳詳細細なな事事項項はは、、『『土土地地利利用用基基本本計計画画運運用用指指針針』』ととししてて、、別別にに作作成成ししまますす。。
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資料２－4

（１）立地要件 （２）３辺以上接続のイメージ（要件③）

田園環境区域における「戸建住宅」の開発事業の基準に関するＱ＆Ａ

『『土土地地利利用用基基本本計計画画』』にに関関すするる補補足足

田田園園環環境境区区域域（（ＣＣ区区域域））ににおおけけるる「「戸戸建建住住宅宅」」のの立立地地要要件件

：基本集落（10 戸以上の宅地が連なる集落）

：白地農地（300 ㎡以上 1,000 ㎡以下）

〈
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〉
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4

Ｑ４：“隣同士が互いに連続し合う”かどうかの判断は、どのよ

うにするのでしょうか？

⇒宅地同士が連なっている場合、道路を挟んで連なっている

場合または斜向かいで連なっている場合は、互いに連続し

合うものと判断します。

ただし、高速道路や４車線規格の道路、鉄道、一定幅員

以上の河川などが宅地の間を分断している場合は、連続し

ないものとします。

基準に基づく開発事業の可否

○：開発可能 ×：開発不可

※農家および分家の住宅については、農地法等のルールとの整合

が図られる場合には、○（開発可能）になる場合もあります。
：青地農地

図１ 開発可能となる場合

図２ 開発不可となる場合

：基本集落、Ａ区

域、Ａ’区域、

またはＢ区域

：事業対象地（白

地農地で、面積

が 300 ㎡以上

1,000 ㎡以下）

：道路に接続して

いる辺

○
開発可能

×
開発不可

：基本集落等に接

続している辺

Ｑ１：１戸当りの敷地面積は、なぜ 300 ㎡以上なのでしょう

か？

⇒良好な景観を有する田園環境区域は、周囲の環境との調和

を図るため、住宅の敷地周りの緑化が望まれます。その空

間を確保するために、平均的な住宅の建坪や駐車場のスペ

ース等を考慮して、最低限 300 ㎡以上の敷地面積が必要

と考えています。

ちなみに、田園環境区域における建物の建ぺい率は 60％、

容積率は 100％をそれぞれ上限とすることを基本として

別に定める方針です。
Ｑ８：基本集落に隣接して、新たに開発された宅地は、開発後

基本集落になるのでしょうか？

⇒基本集落は、平成 22 年４月時点の土地利用を基準に設定

するため、それ以降新たに開発された宅地が、直ちに基本

集落になることはありません。

ただし、平成 23 年４月（目標）の条例施行後、定期的

に行う基礎調査などの結果をふまえて、おおむね５年ごと

に基本集落の範囲の見直しを行う方針です。

Ｑ６：「道路」とは？

⇒建築基準法上の道路とします。（建築基準法第 42 条）

Ｑ５：10 戸の“戸”とは、どのようなまとまり（単位）をい

うのでしょうか？

⇒１世帯（事業者）の所有する建物の立地する敷地全体を１

戸として数えます。センゼ畑など、小規模の付属の敷地も、

これに含まれます。

Ｑ２：総面積が 1,000 ㎡を超える住宅開発等の事業は、全く

できないのでしょうか？

⇒通常の開発事業の承認手続きでは認められません。

ただし、特定開発計画の認定を受けた場合は、開発事業

の承認手続きを経て、認められる場合もあります。

なお、『特定開発計画認定指針』では、住宅系用途の事

業計画地の総面積はおおむね 5,000 ㎡未満であることを

要件とします。

図の凡例

：道路（建築基準

法上の道路）

３辺接続している

２辺しか接続していない

Ｑ７：事業対象地が四角形でない場合、３辺接続はどのように

判断するのでしょうか？

⇒「土地の全周の長さ」に対する「基本集落に接している長

さ」の比率によって、３辺接続と同等であるかどうかを判

断します。

Ｑ３：「基本集落（10 戸以上の宅地が連なる集落）」とは？

⇒隣同士が互いに連続し合うＱ４宅地がおおむね 10 戸Ｑ５以

上集まっている土地の範囲をいいます。

平成 22 年４月時点の土地利用を基準に設定します。

要件①

１戸当りの敷地面積が 300 ㎡以上Ｑ１であること。

要件②

総面積が 1,000 ㎡以下Ｑ２であること。

要件③

基本集落Ｑ３、Ａ区域、Ａ ’区域またはＢ区域および

道路Ｑ６に、開発事業地の３辺以上接続しているこ

と。→（２）参照

要件④

農地の場合は、農地法に基づく農地転用の許可が得

られる見込みのある土地であること。



図面１

〈各エリアの景観づくりの方針〉

北アルプスの山並み、広がりのあ

る田園、屋敷林に囲まれた集落、堰

の流れなどが織り成す景観と調和

し、緑豊かな質の高い景観づくりを

目指します。

各地域の個性や資源を活かしなが

ら、それぞれの都市的な機能や役

割、醸し出す雰囲気に応じて、多様

な人が集い、住まう空間として、心

地よい景観づくりを目指します。

日本を代表する自然の風景地の一

つとして指定されている「中部山岳

国立公園」の良好な環境及び景観を

保護していきます。

良好な森林環境を保ち、保養や観

光の場としての価値を高めながら、

落ち着きと安らぎを感じさせる景観

づくりを目指します。

図図面面１１．．安安曇曇野野市市景景観観計計画画区区域域((エエリリアア区区分分))（（案案））
図面１

第５回地区別懇談会資料



図面２

図図面面２２．．安安曇曇野野市市土土地地利利用用基基本本計計画画にに定定めめるる土土地地利利用用基基本本区区域域（（案案））

※※上上図図のの区区域域のの設設定定にに際際ししててはは、、今今後後、、農農振振法法やや農農地地法法

ななどど農農政政にに関関すするる法法制制度度ととのの調調整整がが必必要要ににななりりまますす。。

図面２


